
議員提出第７号議案 

 

   出資法及び貸金業規制法の改正に関する意見書 

 上記の議案を別紙のとおり、会議規則第１３条の規定により提出する。 

  平成１８年６月２８日 

         提 出 者 

足立区議会議員  鈴  木     進 

同        新  井  ひ で お 

同        金  沢  美 矢 子 

同        長  塩  英  治 

同        野  中  栄  治 

同        針  谷  み き お 

同        藤  沼  壮  次 

同        藤  崎  貞  雄 

同        前  野  和  男 

同        ぬ か が  和  子 

同        加  藤  和  明 

同        たきがみ     明 

同        鈴  木  けんいち 

同        馬  場  信  男 

 

足立区議会議長  しのはら 守 宏  様 

 

（提案理由） 

 国会及び政府に対し、出資法及び貸金業規制法の適正な金利規制の実

現を求めるため、本案を提出する。 

 



出資法及び貸金業規制法の改正に関する意見書 

 

超低金利時代といわれる現在、消費者金融、信販会社、銀行など複数

業者から返済能力を超えた借り入れをして、苦しんでいる多重債務者が

後を絶たず、社会問題化している。 

こうした背景には、貸金業の規制等に関する法律（以下「貸金業規制

法」という。）第４３条の「みなし弁済」規定を適用させ、利息制限法

の上限（年１５～２０％）は上回るが、出資の受入れ、預り金及び金利

等の取締りに関する法律（以下「出資法」という。）の上限（年２９．

２％、日賦貸金業者及び電話担保金融は年５４．７５％）よりは低い金

利、いわゆる「グレーゾーン金利」で営業する貸金業者が多いという実

態がある。 

こうした中、最高裁判所は、貸金業者の利息制限法の上限を超える利

息について「みなし弁済」規定の適用条件を厳格に解釈した判決を示し

た。 

国では、平成１９年１月を目途に出資法等の上限金利を見直すとして

いる。今回の見直し時期をとらえ、借受者の不安を一日でも早く解消す

べきである。 

よって、足立区議会は国会及び政府に対し、法改正に当たっては、下

記事項を実現するよう強く求めるものである。 

記 

１ 出資法の上限金利を利息制限法の制限金利まで引き下げること。 

２ 貸金業規制法第４３条の「みなし弁済」規定を廃止すること。 

３ 出資法における日賦貸金業者及び電話担保金融に対する特例金利を

廃止すること。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

  平成  年  月  日 

                   議  長  名 

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣 



総務大臣           あ て 

法務大臣 

金融・経済財政政策担当大臣 


